 第3次長崎市人権教育・啓発に関する基本計画　骨子（案）


第2次基本計画（現行）④ 長崎市犯罪被害者等支援条例を施行（令和3年4月）

犯罪被害者等に係る被害からの回復及び被害の軽減並びに犯罪被害者等を支える地域社会の形成を図る。
② 上記調査において、「ある」と回答した人の人権課題として、「性的少数者」と回答した割合が増えており、人権課題としての認識が高まっている。
…5年間で2倍以上（H28：1.5%⇒R2：4.0%）
③　長崎市パートナーシップ宣誓制度を創設（令和元年9月）

性の多様性に起因する社会生活上の支障を軽減し、誰しもが自分らしく生きられる社会を目指す。
➀ 市民意識調査において「人権に関していやな思いをしたり、不当な扱いを受けたまたは見たことがある」割合は横ばいであり、一定の割合の市民が、人権侵害を経験、認識している状況が続いている。
[bookmark: _GoBack]⑤　「長崎県人権教育・啓発基本計画」における位置づけの見直し
「性的少数者」
平成29年3月改訂から「重要課題」としている。
② 「性的少数者」及び「犯罪被害者等」の人権について、個別の主要課題として位置づけて、人権教育・啓発に取り組む必要がある。
➀ 人権が尊重されるまちを目指し、人権教育・啓発に継続して取り組むことが必要。
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	基本理念（めざす姿）一人ひとりが認め合い、人が人を大切にする「希望あふれる人間都市」の実現
	基本目標
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	施策の方向

	
	１　あらゆる場における人権教育・啓発
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	３　平和な社会をつくる人権教育・啓発
	
	

	
	４　特に人権に関りの深い職業従事者に対する人権教育・啓発
	
	

	
	５　人権侵害から市民を守る体制づくり
	(1)相談体制の充実
	

	
	
	(2)未然に防ぐしくみづくり
	

	
	６　人権施策を力強く進める環境づくり
	
	



